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2022 年３月期 第３四半期 財務諸表の概況（非連結） 

2022 年２月 10 日 

 
会  社  名 株式会社イオン銀行                               ＵＲＬ  http://www.aeonbank.co.jp/ 
代  表  者 代表取締役社長  新井 直弘          
問合せ先責任者  取締役兼常務執行役員 黒田 隆          ＴＥＬ (03)5280-6501 

特定取引勘定設置の有無  無 

 

 

（百万円未満切捨て） 

１．2022 年３月期第３四半期の業績（2021 年４月１日～2021 年 12 月 31 日） 

（１）経営成績（累計）                     （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022 年３月期第３四半期 

2021 年３月期第３四半期 

108,488 

126,483 

△14.2 

△13.7 

7,011 

4,461 

57.1 

△59.8 

4,249 

2,375 

78.9 

△69.5 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり四半期純利益 

 円   銭 円   銭 

2022 年３月期第３四半期 

2021 年３月期第３四半期 

1,699 66 

950 05 

－ 

－ 

 

（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 
自己資本比率 

(注１) 

単体自己資本比率 

(国内基準)(注２) 
 百万円 百万円 ％ ％ 

2022 年３月期第３四半期 

2021 年３月期 

4,838,260 

4,597,837 

300,169 

294,683 

6.2 

6.4 

（速報値）9.1 

9.7 

(参考) 自己資本  2022 年３月期第３四半期 300,169 百万円  2021 年３月期 294,683 百万円 

(注１)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。なお、本「自己資本比率」は、

自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

(注２)「単体自己資本比率(国内基準)」は、「銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己資本

の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準(平成 18年金融庁告示第 19号)」に基づき算出しております。 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2021 年３月期 － 80 00 － 80 00 160 00 

2022 年３月期 － 160 00 －   
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※注記事項 

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有 

  ② ①以外の会計方針の変更        ： 無 

  ③ 会計上の見積りの変更         ： 無 

  ④ 修正再表示              ： 無 

 

（３）発行済株式数 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022 年３月期第３Ｑ 2,500,000 株 2021 年３月期 2,500,000 株 

② 期末自己株式数 2022 年３月期第３Ｑ － 株 2021 年３月期 － 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022 年３月期第３Ｑ 2,500,000 株 2021 年３月期第３Ｑ 2,500,000 株 
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１．四半期財務諸表 

（１）四半期貸借対照表 
  （単位：百万円） 

 
前事業年度 

（2021 年３月 31 日） 

当第３四半期会計期間 

（2021 年 12 月 31 日） 

資産の部   

現金預け金 810,966 636,885 

コールローン 13,338 6,931 

買入金銭債権 39,860 35,094 

金銭の信託 91,779 107,248 

有価証券 482,465 411,823 

貸出金 2,402,645 2,492,556 

外国為替 9,172 4,603 

割賦売掛金 542,017 932,140 

その他資産 173,012 183,881 

有形固定資産 14,297 11,765 

無形固定資産 9,165 8,795 

繰延税金資産 5,836 3,491 

支払承諾見返 7,955 7,804 

貸倒引当金 △4,674 △4,762 

資産の部合計 4,597,837 4,838,260 

負債の部   

預金 4,016,827 4,220,762 

借用金 30,000 30,000 

外国為替 50 15 

その他負債 226,171 274,561 

賞与引当金 1,431 730 

役員業績報酬引当金 70 49 

睡眠預金払戻損失引当金 78 76 

ポイント引当金 20,407 3,888 

その他の引当金 159 202 

支払承諾 7,955 7,804 

負債の部合計 4,303,154 4,538,090 

純資産の部   

資本金 51,250 51,250 

資本剰余金 201,534 201,534 

利益剰余金 40,476 44,125 

株主資本合計 293,260 296,909 

その他有価証券評価差額金 1,422 3,259 

評価・換算差額等合計 1,422 3,259 

純資産の部合計 294,683 300,169 

負債及び純資産の部合計 4,597,837 4,838,260 
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（２）四半期損益計算書 

（第３四半期累計期間） 

（単位：百万円） 

 

前第３四半期累計期間 

（自 2020 年４月１日 

 至 2020 年 12 月 31 日） 

当第３四半期累計期間 

（自 2021 年４月１日 

 至 2021 年 12 月 31 日） 

経常収益 126,483 108,488 

資金運用収益 68,003 64,655 

（うち貸出金利息） 63,751 60,918 

（うち有価証券利息配当金） 3,749 3,387 

役務取引等収益 48,048 30,620 

その他業務収益 7,159 8,898 

その他経常収益 3,271 4,313 

経常費用 122,021 101,476 

資金調達費用 1,911 1,544 

（うち預金利息） 1,724 1,396 

役務取引等費用 54,034 51,979 

その他業務費用 423 1,105 

営業経費 64,280 46,432 

その他経常費用 1,371 414 

経常利益 4,461 7,011 

特別損失 115 201 

 固定資産処分損 65 61 

 減損損失 3 136 

 新型感染症対応による損失 46 3 

税引前四半期純利益 4,345 6,809 

法人税、住民税及び事業税 1,519 307 

法人税等調整額 451 2,252 

法人税等合計 1,970 2,560 

四半期純利益 

 
2,375 4,249 
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 令和２年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した

時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

これにより、当行が運営するポイント制度の一部について、従来は、付与したポイントの利用に備える

ために、予想応募額を見込んでポイント引当金として計上しておりましたが、クレジットカードの利用

等に応じて付与したポイントを履行義務として識別し、取引価格を配分する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っており、 第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、第１四半期会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお

りますが、期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額はありません。 

この結果、当第３四半期累計期間の「役務取引等収益」及び「営業経費」がそれぞれ 22,162 百万円減

少しております。また「ポイント引当金」が 7,066 百万円減少し、「その他負債」が同額増加しておりま

す。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 30 号 令和元年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。)等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関す

る会計基準」（企業会計基準第 10 号 令和元年７月４日）第 44-2 項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これに

よる四半期財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報） 

2022 年１月 21 日に東京都においてまん延防止等重点措置が適用されるなど、新型コロナウイルス感染症

の感染拡大が懸念されますが、各種感染対策等もあり、現時点では経済活動への影響は限定的なものと仮

定しております。ただし、新型コロナウイルスの感染状況やその経済環境への影響が変化した場合には、

当事業年度以降の財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 
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2022 年３月期第３四半期 財務・業績の概況 補足資料 

 

 当行の 2022 年３月期 第３四半期（2021 年４月１日から 2021 年 12 月 31 日）における四半期情報について、   

お知らせします。 

 

１．金融再生法ベースのカテゴリーによる開示（単体）                  （単位：百万円） 

 2021 年３月末 2021 年 12 月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,269  5,260  

危険債権 6,450  6,188  

要管理債権 7,567  6,902  

正常債権 2,414,495  2,496,075  

合計 2,429,782  2,514,427  

（注）上記は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」に基づくものです。 

 

 

２．自己資本比率 

単体自己資本比率（国内基準）                           
 2021 年３月末 2021 年 12 月末 

単体自己資本比率 9.76%  9.15% 

 

 

３．時価のある有価証券の評価差額（単体）                       （単位：百万円） 

   2021 年３月末 2021 年 12 月末 

    
時価 

評価差額     
時価 

評価差額     

      うち益 うち損   うち益 うち損 

その他有価証券 513,132 3,549 7,229 3,679 438,101 5,518 7,569 2,051 

  債券 110,444 △60 233 293 104,617 518 524 6 

  その他 402,687 3,610 6,996 3,385 333,483 4,999 7,045 2,045 

（注）上記には、「買入金銭債権」が含まれております。 
 

 
以 上 


